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抄録
喫煙はわが国の主要な死亡リスク要因であり，喫煙率が低下する一方，喫煙による超過死亡は依然

として多い．喫煙による健康被害を短期的に減少させるためには，たばこ規制政策の強化に加え，保
健医療の場における禁煙支援・治療の推進が重要である．本稿では，わが国の禁煙支援・治療の現状
と課題を整理し，禁煙を推進する保健医療システムの構築に向けた今後の方策を検討した．

わが国では 2006 年度から禁煙治療が健康保険の対象となり，現在では 1 万 6 千を超える医療機関で
実施されている．また，オンライン診療や治療用アプリの保険適用，特定健診・特定保健指導におけ
る禁煙支援の制度化など，禁煙支援・治療へのアクセスを向上させる基盤が整備されてきた．一方，
禁煙治療の利用率は諸外国と比較して低く，医療機関へのアクセス，禁煙治療に関する情報不足，保
健医療従事者からの禁煙勧奨やクイットラインの不足などが課題となっている．さらに，加熱式たば
この普及が禁煙意欲や禁煙治療の利用に影響することも懸念される．

これらを踏まえ，日本健康教育学会等が作成した健康日本21（第三次）のロジックモデル・アクショ
ンプランのうち，医療・健診等における短時間禁煙支援を中心に，①既存事業の活用，②施策ミック
ス，③多機関連携・協働の 3 つの視点から今後の方策を論じた．特に，短時間支援から禁煙治療への
積極的紹介（proactive referral），オンライン診療の活用，健診機関・保険者・医療機関等が連携した
禁煙支援のワンストップサービスが重要である．

今後，喫煙者が医療・健診等を利用した際に禁煙支援がルーチンとして提供され，必要に応じて適
切な治療へつなげる保健医療システムの構築がわが国の禁煙支援政策として求められる．そのために，
禁煙治療の利用促進，ハブ機能を担うクイットラインの整備，禁煙困難例にも対応した治療の充実，
禁煙支援・治療に関する指導者トレーニングの普及を進める必要がある．

キーワード：禁煙支援，禁煙治療，クイットライン，指導者トレーニング，保健医療システム

Abstract

Smoking remains a major risk factor for mortality in Japan, despite a continuing decline in smoking prev-
alence. Reducing smoking-related health harms in the short term requires not only stronger tobacco control 

特集：加熱式たばこ時代の禁煙支援―多職種・地域連携による自治体での実践―
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I．禁煙支援・治療の必要性と有効性

喫煙は，高血圧と並んで日本人の死亡に関わる 2 大リ
スク要因であり，2019 年現在の喫煙による超過死亡数
は年間約 19 万人にのぼる[1]．喫煙率は減少傾向にある
ものの，人口の高齢化ならびに喫煙の健康影響が遷延す
ることにより，喫煙による超過死亡数は 2007 年の約 13
万人[2]と比べて，約 6 万人増加している．喫煙の健康被
害を短期的に減らすためには，喫煙者の禁煙の推進が喫
緊の課題である．喫煙者の禁煙を効果的に推進するため
には，たばこ税の引き上げや受動喫煙防止などのたばこ
規制の強化（public health intervention）に加えて，喫煙
の本質がニコチン依存症であることを踏まえ，保健医療
の場での禁煙支援や禁煙治療の取組（healthcare system 
intervention）が必要である[3]．

禁煙支援・治療の有効性については，医療や健診等の
場での短時間の禁煙支援[3-4]をはじめ，能動的クイット
ライン（電話等による無料禁煙相談）[5]，禁煙治療に
おける禁煙補助薬[3]，禁煙治療アプリ[6]について，そ
れぞれの有効性が確認されている．禁煙治療をオンライ
ン診療で行った場合の効果についても，対面での治療と

比べて，効果が劣らないことを示唆されている[7]．
今後，たばこ規制の進展とともに，禁煙に対するニー

ズが増加する一方，禁煙困難例（精神疾患や薬物依存な
どを有する高度依存者など）の増加も予想されており，
その対応が必要である．また，社会経済状況による喫煙
率の格差も進んでおり，格差是正のための取組も求めら
れる．

II．わが国の禁煙支援・治療の現状と課題

2006 年度の診療報酬改定において外来で算定できる
「ニコチン依存症管理料」が新設され，健康保険による
禁煙治療が可能になった．ニコチン依存症管理料算定医
療機関（健康保険で禁煙治療を行う禁煙外来）は，全国
で16,000施設を越えるまで増加し，全医療機関に占める
割合は 14％を占める（2026 年 7 月現在）[8]．そのうち，
オンライン診療に対応できる施設は 12％と限られてい
る．

中央社会保険医療協議会の結果検証によると，禁煙治
療終了時点の禁煙率は約6割（5回受診完了者では約7-8
割），さらに禁煙治療終了9カ月後の禁煙継続率は約3割

policies, but also systematic smoking cessation support and treatment within the healthcare system. This 
article reviews the current status and challenges of smoking cessation support and treatment in Japan and 
discusses strategies for developing a healthcare system that systematically promotes smoking cessation.

Since smoking cessation treatment became covered by Japanʼs National Health Insurance in 2006, more 
than 16,000 medical institutions have provided cessation treatment. Recent policy developments, including 
the expansion of telemedicine, insurance coverage of a smartphone-based cessation treatment application, 
and the incorporation of brief cessation interventions into health checkups and health guidance, have im-
proved the infrastructure for cessation support. However, the utilization of cessation treatment remains low 
compared with other countries. Major barriers include limited access to cessation services, insufficient in-
formation regarding cessation treatment, inadequate advice from healthcare professionals, and insufficiently 
developed quitline services. In addition the widespread use of heated tobacco products may further under-
mine motivation to quit and reduce the use and effectiveness of cessation treatment.

Based on the logic models and action plans developed for Health Japan 21 (the Third Term), this article 
focuses on brief smoking cessation interventions in routine medical care and health checkups. Three princi-
ples are emphasized: (1) effective use of existing health services, (2) a mix of complementary interventions, 
and (3) collaboration among multiple stakeholders. In particular, proactive referral from brief interventions 
to cessation treatment, the use of telemedicine, and one-stop cessation services linking health checkup pro-
viders, insurers, and medical institutions may improve access to treatment.

Future smoking cessation policies in Japan should focus on building a healthcare system in which smok-
ing cessation support is routinely provided when smokers access medical care, health checkups, and other 
health services, with timely referral to appropriate treatment when needed. To achieve this goal, it is neces-
sary to promote the appropriate use of smoking cessation treatment, establish quitlines that serve as a hub 
for connecting smokers with cessation services, enhance treatment options for smokers who have difficulty 
quitting, and expand training programs for healthcare professionals who are involved in smoking cessation 
support and treatment.

keywords:  smoking cessation support，smoking cessation treatment, quitline, health professionals 
training, healthcare system
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（5 回受診完了者では約 5 割）であり，国際的にみて有
効性が高いことが報告されている[9]．しかし，わが国
では禁煙治療や禁煙補助薬を利用する割合が，諸外国に
比べて低い状況にあることが報告されている[10]．この
理由として，①禁煙治療へのアクセスが不十分（夜間や
週末に利用できる医療機関の不足，地方での医療機関ま
でのアクセスの問題），②メディアでの禁煙キャンペー
ンや保健医療従事者からの禁煙アドバイスなどの不足，
③クイットラインの整備不足，などがあげられる．クイッ
トラインについては，アジアを含め諸外国で整備が進ん
でいる．わが国ではがん診療連携拠点病院において，が
ん相談支援の一環としてクイットラインの提供が位置づ
けられたが，まだ十分機能しているとはいえない状況に
ある．

近年加熱式たばこが流行しているが，本製品の流行は
禁煙意欲を低下させるだけでなく，禁煙治療の利用を妨
げ，禁煙成功率を下げることが示唆されている．国民健
康・栄養調査によると，たばこをやめたい人の割合は，
たばこ価格約110円の引き上げがあった2010年の37.6％
をピークに減少し，加熱式たばこ販売が全国的に拡大し
た 2016 年には 27.7％，さらに 2024 年には 18.6％まで減
少した[11]．禁煙希望者減少の背景として，2010 年のた
ばこ税の引き上げ以降，喫煙者の禁煙動機を高めるイン
パクトのあるたばこ規制が実施されていないことに加え
て，加熱式たばこの流行が影響している可能性が考えら
れる．加熱式たばこの流行によって喫煙者の禁煙意欲が
低下する理由として，加熱式たばこが紙巻きたばこに比
べて害が少ないという喫煙者の認識に加え，職場や公共
場所での禁煙化が進む社会に受け入れられやすいという
期待が考えられる．2015 年の加熱式たばこ発売後に禁
煙治療の利用の減少が加速したことは，2014 ～ 2019 年
の企業健康保険組合の診療報酬データを用いた分割時系
列分析研究[12]で示されている．厚生労働省の社会医療
診療行為別調査から推定した年間禁煙治療者数の推移を
みても，2014 年をピークに禁煙治療者数の減少がみら
れ，同様の傾向を示している[13]．さらに，紙巻たばこ
喫煙者が禁煙試行方法として加熱式たばこや電子たば

こを利用する割合が 2016 年 21.8％に比べて 2022 年には
64.3％に増加したことが報告されている[14]．加熱式た
ばこ自体の禁煙効果を示すエビデンスはなく，加熱式た
ばこの使用は完全禁煙の成功を促進せず，紙巻たばこを
禁煙した者の再喫煙を誘発することが示されている[15]．
このように，加熱式たばこの流行は禁煙意欲を低下させ
るだけでなく，禁煙治療の利用を妨げ，喫煙者全体の禁
煙成功率を減少させることが懸念される．

一方，禁煙支援・治療の推進を後押しする制度改正と
して，まず保険診療については，2022 年の診療報酬改
定により，かかりつけ患者のほか，一定の条件を満たせ
ば，禁煙治療を初診から計 5 回オンラインで実施できる
ようになり[16]，利用者にとっての利便性が向上した（図
1）．保険者が保健事業として自由診療で行う禁煙治療
については，2017 年 7 月から，初診から全てオンライン
で実施できるようになっており[17]，健康保険組合を中
心にオンライン診療事業者との契約の下で事業が実施さ
れている．また，2020 年 12 月にはスマートフォンを用
いたニコチン依存症の治療用アプリと携帯型呼気一酸化
炭素濃度測定器（COチェッカー）が医療機器として保
険適用された．このアプリはニコチン依存症における心
理的依存に治療介入を行うもので，禁煙治療薬の使用下
で禁煙率を1.6～1.8倍高める効果が確認されている[6]．

次に，健診・保健指導については，2013 年度からの
第 2 期特定健診・特定保健指導において，健診等の場で
の禁煙支援から強化され，健診当日や特定保健指導の場
で禁煙の短時間支援の実施と，禁煙希望者への禁煙外
来等の紹介が求められるようになった．さらに 2024 年
度からの第 4 期特定健診・特定保健指導において特定保
健指導の積極的支援にアウトカム評価が導入された[18]．
その結果，禁煙などの生活習慣改善を目標とした保健指
導を実施した場合でも，実績評価において一定の要件（初
回面接での目標設定，生活習慣改善が 2 か月以上持続，
支援ポイントが 180p以上など）を満たせば特定保健指
導の終了として認められることになった（表 1）．なお，
動機付け支援については，第 4 期以前から初回面接と実
績評価が規定どおり実施されていれば，特定保健指導の

禁煙開始日

再診①
(2週間後)

再診②
(4週間後)

再診③
(8週間後)

再診④
(12週間後)

初診

対面 遠隔
オンライン診療
の一部導入
(2020年度診療報酬改定）

（禁煙治療のための標準手順書 第8.1版、2021をもとに作成）

対面診療

保険者の保健事業
自由診療による
オンライン診療
(2017年より導入）

遠隔 遠隔 対面

遠隔 遠隔 遠隔 遠隔遠隔

対面 対面 対面 対面 対面

（厚生労働省 「情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」）について」
医政発0714第4号、2017年7月14日）

医療保険

図1　禁煙治療へのオンライン診療の導入
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終了と認められる．特定保健指導における禁煙支援の方
法については，新しく改訂された「禁煙支援マニュアル
（令和6年度版）」[19]を参照されたい．

III． 健康日本21（第三次）の推進に向けた国や
自治体，関係団体へのアクションプランの
提案

1．提案したアクションプラン
健康日本 21（第三次）において，第二次計画とほぼ同

様に，喫煙ならびに受動喫煙に関する 4 つの目標と目標
値，すなわち成人の喫煙，未成年者の喫煙，妊婦の喫
煙，受動喫煙に関わる数値目標が設定された（表2）[20]．
第一次，第二次計画においても数値を用いた具体的な目
標が設定されたものの，その目標を達成するための道筋
や方策は示されてこなかった．そのため，都道府県や市
町村などが地方計画を策定する際に効果的な方策の立案
につながらないだけでなく，評価においても国の計画と
同様の目標の達成状況だけの評価にとどまることが多
かった．

そこで，日本健康教育学会では，厚労科研の研究班（辻
班，片野田班，島津班など）と連携して，たばこ対策の
ほか，食生活・栄養，身体活動・運動の 3 分野で国の政
策に関与してきた専門家が会員にいるという強みを生か
して，第三次計画の 4 つの目標を達成するための道筋や
方策であるロジックモデルとアクションプランを作成し
た[21-24]（表 3）．ロジックモデルとは，施策が目標と
する成果を達成するに至るまでの論理的な関係を体系的
に図式化したものである．アクションプランは，エビデ
ンスと好事例を参考に作成された具体的な行動計画のこ
とである．

ロジックモデルで示したアクションプランの中から，
たばこ対策の現状を踏まえ，実施主体が相互に連携・協
働して取組め，かつ実行可能性と効果が期待できるお勧
めのアクションプラン（「ベストバイプラン」）を検討し，
3 つのプランを提示した．3 つのベストバイプランの施
策名は，①日常診療や健診等の保健事業の場での短時間
禁煙支援の実施[22]，②職域における喫煙対策実施の促
進[23]，③法規制の強化につながる受動喫煙防止条例の
制定と対策の推進[24]である．これらのテーマの選定に

表1　第4期特定保健指導と禁煙支援

動動機機付付けけ支支援援
・・初回面接(個別面接20分以上またはグループ面接で80分以上)と実績評価(行動計画
の策定の日から３か月以上経過した後)を行うことで終了と認められる

・禁煙を目標とした動機付け支援が可能、上記の条件を満たしていれば終了と認められる

積積極極的的支支援援
・第４期からアウトカム評価が導入され、初回面接と実績評価を実施し、実績評価でアウトカム評価と
プロセス評価の合計が180ポイント以上達成している場合に保健指導終了となる

・腹囲と体重のほか、生活習慣の改善もアウトカムとして評価

・禁煙を目標にした特定保健指導を実施し、実績評価において180ポイント以上達成してい
る場合に終了と認められる

※保健指導終了の条件: アウトカム評価とプロセス評価の合計が180p以上
アウトカム評価：腹囲・体重 2cmかつ2kg以上の減少 180p、 1cmかつ1kg以上の減少 20p

生活習慣の改善(食習慣、運動、休養、その他は20p、禁煙は30p)

プロセス評価：健診当日の初回面接、個別支援、グループ支援、電話、メールなど

※行動変容を目標設定する場合は、具体的で実践可能な行動計画を初回面接などの機会に設定
※行動変容については、実績評価時点で生活習慣の改善が２か月以上継続している場合に評価

厚生労働省健康・生活衛生局. 標準的な健診・保健指導プログラム（令和6年度版）より作成

表2　健康日本21（第三次）の喫煙分野の目標

目標 指標 目標値

① 喫煙率の減少
（喫煙をやめたい者がやめる）

20歳以上の者の喫煙率 12% （令和14年度）

② 20歳未満の者の喫煙をなくす
中学生・高校生の喫煙者の
割合

0% （令和14年度）

③ 妊娠中の喫煙をなくす 妊婦の喫煙率
第２次成育医療等基本
方針に合わせて設定

④ 望まない受動喫煙の機会を
有する者の減少

望まない受動喫煙（家庭・
職場・飲食店）の機会を
有する者の割合

望まない受動喫煙のない社
会の実現（令和14年度）

国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針（令和5年5月31日 厚生労働省告示第207号）
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あたっては，実行可能性と効果を担保するために，次の
方針で選定した．すなわち，1法律的な裏付けのある既
存の事業や制度の活用（既存事業の活用），2施策単独
でなく，介入内容の異なる施策を組合せる（施策ミック
ス），3複数の実施主体が相互に連携・協働する取組（多
機関連携・協働）である．

2．ベストバイプランとして提示した医療や健診での短
時間禁煙支援―選定理由と効果的実施のポイント
上述した 3 つのベストバイプランのうち，本稿に関係

の深い「日常診療や健診等の保健事業の場での短時間禁
煙支援の実施」を選定した理由と効果的な実施のポイン
トを解説する．

まず，「既存事業の活用」については，医療や健診は
喫煙者の多くが受診し，かつ禁煙の動機も高まりやすく，
禁煙支援を実施することに適した既存の場である．そ
の場を活用して，保健医療従事者から喫煙者に能動的
（proactive）に禁煙の働きかけを行うことにより，多く
の喫煙者への短時間支援が可能となる．医療の場での短
時間禁煙支援は現在のところ，制度としての位置づけや
診療報酬上の直接的なインセンティブはない．しかし，
2024 年度の診療報酬改定で，従来の生活習慣病管理料
が大きく見直され，糖尿病・高血圧症・脂質異常症の外
来診療において生活習慣を含めた総合的・継続的な疾
病管理を行うことを評価する診療報酬が導入された[25]．
新しい生活習慣病管理料を算定する場合，医療者は患者
に対して療養計画を説明し，その内容に基づいて喫煙を
含む生活習慣の改善を進めることが求められている．現
時点ではこの診療報酬の導入が患者の禁煙にどのような
影響を与えたかは明らかでない．今後，禁煙を希望する
患者を自施設での禁煙外来につなげた場合に「禁煙治療
紹介」加算が算定できるといった追加の診療報酬が追加
されると，医療の場での禁煙支援や禁煙外来の設置が進
むのではないかと考えられる．

一方，健診については，前述したように第 2 期と第 4
期の特定健診・特定保健指導の制度改正により，特定健
診の場での短時間禁煙支援と特定保健指導対象者への禁

煙支援が制度の中で実施しやすくなった．わが国で広く
実施されている健診を活用した禁煙推進が一層進むこと
が期待される．

次に「施策ミックス」であるが，医療や健診の場での
短時間支援はそれだけでも効果があり，その有効性は確
認されている[3-4]．さらにその効果をアップするために
は，禁煙の動機が高まっている喫煙者に禁煙治療の利用
を促す働きかけと仕組みづくりが重要である．具体的に
は禁煙治療の紹介だけ（受動的紹介，passive referral）
にとどまらず，禁煙治療の予約をとるなどして積極的に
禁煙治療に結びつける取組を短時間支援に組合せて行う．
さらに，禁煙治療へのアクセスを向上し，治療を完了し
やすくするために，オンライン診療による禁煙治療の提
供が望まれる．

イギリスではNational Health Serviceの下で医療の場で
の短時間禁煙支援と禁煙希望者への禁煙外来の積極的紹
介（proactive referral）が提供されている．禁煙の動機
が高まっている喫煙者については，本人の同意をとって
電子カルテに禁煙外来の利用を登録すると，後日患者の
住所地近くの禁煙外来から本人にコンタクトをとり，禁
煙治療が開始される仕組みが整備されている．また，ク
イットラインが公的に整備されている国において，喫煙
者に医療の場で禁煙を勧め，本人の了解を得た上で喫煙
者の連絡先をFAXやインターネットのシステムを使って
クイットラインに伝えると，クイットライン側から喫煙
者にコンタクトをとって禁煙サービスを開始する取組が
実施されている．このような積極的紹介を行うと，受動
的紹介に比べて，禁煙支援・治療プログラムの受療率が
2.1倍～61.8倍増加することが報告されている[26]．わが
国でもクイットラインが整備されれば，医療や健診の場
での短時間支援と組合せたシステム構築を行うことによ
り禁煙の推進につながる．

「多機関連携・協働」については，上述の「施策ミッ
クス」を円滑に行うために必須の要件である．クイット
ラインが十分機能していないわが国ですぐに開始できる
ことは，健診機関が禁煙外来を開設し，オンライン診療
で禁煙治療を提供できる体制を整えることである．これ

表3　健康日本21（第三次）の喫煙分野の目標達成を目指したロジックモデルとアクションプラン

中村正和，片野田耕太，道林千賀子，他．たばこ対策のロジックモデルとアクションプラン（総論）．日本健康教育学会誌．2024；32（特別号）：S94–S101．
道林千賀子，片野田耕太，齋藤順子，他．たばこ対策のロジックモデルとアクションプランの例—成人・妊婦の喫煙率減少—．日本健康教育学会誌．2024；32（特別号）：S102–S111.
齋藤順子，島津太一，片野田耕太，他．たばこ対策のロジックモデルとアクションプランの例—職域のたばこ対策—．日本健康教育学会誌．2024；32（特別号）：S112–S120.
片野田耕太，道林千賀子，齋藤順子，他．たばこ対策のロジックモデルとアクションプランの例—受動喫煙対策—．日本健康教育学会誌．2024；32（特別号）：S121–S130.

ロジックモデル
健康日本21（第三次）の４つの目標について、ロジックモデルを作成
成人喫煙率の減少、未成年者の喫煙をなくす、妊婦の喫煙をなくす、
受動喫煙の機会を有する者の減少

アクションプラン
取組みの実態、実効性、実行可能性等を考慮して、３つのお勧めのアクションプラン
（ベストバイプラン）を提案
日常診療や健診等の保健事業の場での短時間禁煙支援の実施 
職域におけるたばこ対策の推進
法規制の強化につながる受動喫煙防止条例の制定と対策の推進 
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により，健診時の短時間禁煙支援と禁煙希望者への禁煙
治療をワンストップサービスとして提供し，毎年の健
診や人間ドックを通して受診者の禁煙を推進する仕組
みができる（図 2）．この取組の実施にあたっては，健
診機関と特定健診や人間ドックの委託者である保険者と
の連携・協働が特に重要である．健診機関で実施する禁
煙支援・治療のワンストップサービスを保険者の保健事
業として必要な事業委託がなされることが継続性のある
取組につながる．短時間支援や禁煙治療の質を担保する
ためには，指導者のトレーニングが必要である．後述
するJ-STOPネクストによるWeb版自己学習などの禁煙
支援・治療に関わる研修の受講や資格を委託の条件の一
つに加えるとよい．オンライン診療の実施にあたっては，
健診機関がオンライン診療提供事業者と契約して，オン
ライン用の診療システムの提供や自施設以外の禁煙治療
希望者の紹介を受けると採算性がとれやすくなる．この
ように，健診機関，保険者，オンライン診療提供事業者
が連携・協働して，禁煙を推進する健診システムを構築
すれば，健診受診者の喫煙率の減少が期待できる．

IV．今後取組むべき課題

禁煙を推進する保健医療システムとは，喫煙者が外来
受診や入院，健診などの保健事業を利用すると，禁煙の
介入がルーチン化されていて，禁煙が自ずと推進される
仕組みや制度が保健医療システムの中にきちんと整備さ
れていることである．

そのために今後取り組むべき主な課題として，前項で
述べた医療や健診などの保健事業の場での短時間支援の
推進に加えて，禁煙治療の適切な利用を促す情報提供や
働きかけ，ハブ機能としてのクイットラインの整備，禁
煙治療の普及と内容の充実，指導者トレーニングの普及
があげられる．

1．禁煙治療の適切な利用を促す情報提供や働きかけ
わが国では禁煙に関する公的なメディアキャンペーン

が実施されてこなかったこともあり，禁煙治療の理解が
十分でない．そのため，メディアやたばこパッケージの
表示等を通じて，禁煙治療の必要性やメリット，利用方
法に関する情報提供を充実させるほか，禁煙に関心の低
い喫煙者や低所得者の喫煙者の禁煙を推進するために，
ナッジやインセンティブを活用した禁煙治療の利用促進
が必要である．特に低所得者層や無関心層に効果的な働
きかけるには禁煙動機を高めるに十分なインセンティブ
[27]を活用した取組が必要である．

禁煙支援・治療は医療費の節減につながることから，
予防プログラムの中でも費用対効果が高い[28]．とりわ
け妊娠中の禁煙介入は費用効果性に優れている．十分な
インセンティブを設けるためには財源が必要となるが，
健康格差縮小の観点から，米国で試みがされているよう
に低所得層の妊婦の禁煙や母乳育児を促すインセンティ
ブの活用[27]を早急に検討する必要がある．

2．ハブ機能としてのクイットラインの整備
クイットラインの整備はたばこ規制枠組条約において

締約国に求められている．禁煙の動機を高める取組（前
述の医療や健診等の場での短時間禁煙支援のほか，メ
ディアキャンペーン，たばこ増税，警告表示の強化など）
と連携して，禁煙の動機が高まった喫煙者への禁煙相談
や支援，禁煙治療への紹介をクイットラインが担う体制
を整備し，タイムリーな禁煙支援ができる社会環境を整
えることが必要である[29]．わが国では 2013 年度に全国
のがん診療連携拠点病院を対象に「たばこ相談員」を配
置してクイットラインのサービスを提供することとなっ
た．しかし，実際にはまだ禁煙を希望する喫煙者へのサー
ビスとして普及していないのが現状である．

クイットラインには，カウンセラーから喫煙者に電
話をかけて禁煙支援を行う能動的クイットライン(proac-
tive quitline)と，喫煙者からの相談を待って対応する受

図2　多機関連携・協働による健診の場での禁煙推進―保険者と健診機関、オンライン事業者等の連携・協働

保険者

被保険者

ドック健診、保健指導での短時間支援

健診機関

禁煙治療
対面診療 オンライン診療

学術団体

指導者トレーニング
◇Web自己学習（JSTOPネクスト）

◇集合型研修

受 診

オンライン
 診療事業者

契約 指導者研修

契約

ワンストップ
禁煙サービス
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動的クイットライン(reactive quitline)がある．受動的ク
イットラインでは，マスメディアキャンペーンやたばこ
の箱への禁煙相談の電話番号の表示と組合わせない限り，
利用者は限定される．それに対して，能動的なクイット
ラインは有効性ならびに費用対効果にも優れ，施策とし
てのインパクトが期待できる[29]．わが国ではすでに禁
煙治療が保険適用になっているものの，禁煙治療の利用
を阻むバリアとして，禁煙治療についての情報不足や
誤った認識のほか，利用にあたっての心理的バリア（禁
煙を決断しないと受診しにくい），禁煙外来へのアクセ
スの問題（近隣に禁煙外来がない，仕事などのため開設
時間に受診できない）などがある．

クイットラインは禁煙外来に比べてアクセスが容易で
気軽に相談ができる特徴がある．また，医療や健診等の
場での短時間支援や禁煙外来や薬局などの地域の禁煙
サービスのネットワーク拠点として機能を果たすことが
できる．さらに入院や手術が決まった患者に対して，退
院後の再喫煙防止のフォローアップも含めた禁煙支援を
入院先の病院や禁煙外来と連携して行うこともできる．
国による整備を待つだけではなく，保険者と民間保険会
社が協働して全国または都道府県レベルでクイットライ
ンの体制を構築する方法が考えられる．

3．禁煙治療の普及と内容の充実
禁煙治療の普及と充実を図るために，オンライン診療

の普及にむけた禁煙外来設置医療機関への働きかけや支
援，健康保険による禁煙治療の適用拡大（入院患者，歯
科分野），禁煙困難例に対応できる禁煙治療プロトコー
ルへの保険適用をあげることができる．ここでは，禁煙
困難例に対応できる禁煙治療プロトコール[30]について
解説する．

わが国で使用可能な禁煙補助薬として，ニコチンパッ
チとニコチンガム，バレニクリンがある．今後喫煙率の
減少が進む中で，ニコチンの高度依存や精神疾患を有す
る禁煙困難例が相対的に増加することが予想される．バ
レニクリン治療を受けた患者において，治療期間中の禁
煙期間が短いと治療終了後に喫煙を再開しやすいことが
報告されている[30]．特に禁煙期間が 6 週以下と短い場
合は，10-11週に比べて3.3倍喫煙を再開しやすい．その
ほか喫煙再開しやすい要因には，①年齢が若い，②治療
終了時点のニコチン離脱症状が強い，③過去の禁煙試行
経験あり，がある．このような要因が該当する治療中の
患者に対しては，保険適用外ではあるが，12 週間の追
加治療を勧めるのがよい．有効性については臨床試験で
確認されており，精神疾患患者のほか，上述したように，
治療期間中の禁煙期間が短いなど喫煙再開しやすい特性
を有する患者には特に効果が期待できる．ニコチン製剤
については，禁煙困難例の対応として剤型の異なる 2 剤
以上のニコチン製剤の併用のほか，高用量の剤型の利用
がある．次に，すぐに禁煙せずに本数を減らしながら禁
煙したいと考えている患者には，バレニクリンを標準治

療の期間の 2 倍にあたる 24 週間処方して，最初の 12 週
間は段階的に本数を減らし，その後 12 週間は禁煙する
という治療方法が開発され，その有効性が確認されてい
る[30]．上述の追加治療と同様，本治療の前半 12 週間は
現在のところ健康保険では認められていないが，保険者
による保健事業として自由診療下での実施が可能である．
これらの新しい禁煙治療プロトコールの有効性や使い勝
手については，わが国で病院職員を対象としたパイロッ
ト実施により，治療効果の向上だけでなく，禁煙治療へ
の参加率を高める可能性が示唆されている[31]．

4．指導者トレーニングの普及
わが国で実施されている対面またはオンラインでの禁

煙外来での禁煙治療をはじめ，特定健診や特定保健指導
などの保健事業での禁煙支援の量的拡大と質的向上を図
るために，指導者トレーニングの普及が求められる．禁
煙支援の指導者トレーニングの有効性については，ト
レーニングによって指導者による禁煙支援の実施率（禁
煙開始日の設定，カウンセリングの実施，フォローアッ
プの設定，セルフヘルプ教材の提供，など）が向上する
だけでなく，指導を受けた喫煙者の禁煙率が有意に向上
することが欧米のRCT研究のメタアナリシスによって明
らかになっている[32]．わが国で実施された対面型の指
導者トレーニング（2 日間の基礎講習会，基礎講習会後
の喫煙者を対象とした体験指導，体験指導の症例をもと
にした 2 日間の事例検討会で構成）においても，模擬喫
煙者を使って測定した禁煙支援のスキルがトレーニング
によって増加するとともに，研修後のスキルが高いほど，
支援を受けた喫煙者の禁煙率が高くなることが示されて
いる[33]．

WEB自己学習によるJ-STOPネクストは，日本禁煙推
進医師歯科医師連盟が 2010 年から無料で提供している
禁煙支援・治療のための指導者トレーニングプログラム
である[34]．累計受講者は 1 万人を超え，禁煙外来開設
施設をはじめ，学会や自治体，保険者などでの活用が進
んでいる[35]．標準的な受講コースとして，「禁煙治療
版」「禁煙治療導入版」「禁煙支援版」がある（表4）[35]．
禁煙治療版では日本循環器学会などの 4 学会による「禁
煙治療のための標準手順書」に準拠した内容が学習でき
る．禁煙支援版の主要コンテンツは厚生労働省の「禁煙
支援マニュアル（第二版）」や「禁煙支援マニュアル（令
和 6 年度版）」に採用されており，禁煙支援版の受講に
より同マニュアルの内容について効果的な学習が可能と
なる．学習時間の目安は，治療版10～12時間，導入版3
～4時間，支援版4～5時間である．

3 つのコースのプログラムの有効性については，受講
者の禁煙支援・治療に関わる知識，態度，自信，禁煙ア
ドバイスなどの行動において受講後に有意な改善が認め
られるだけでなく，トレーニング前の知識，態度，自信，
行動の受講者間の差が受講後に縮小することが確認され
ている[36]．
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禁煙支援の指導者向けの公的な教材として，厚生労働
省が2024年度からの第4期特定健診・特定保健指導に合
わせて示した「標準的な健診・保健指導プログラム（令
和 6 年度版）」[18]に掲載されている「保健指導のための
禁煙支援簡易マニュアル」と「喫煙に関するフィード
バック文例集」のほか，禁煙支援の方法をより具体的に
解説した「禁煙支援マニュアル（令和 6 年版）」[19]があ
る．禁煙治療については，禁煙治療の保険適用に合わせ
て示された「禁煙治療のための標準手順書 第 8.1 版」が
ある[37]．

「禁煙支援マニュアル（令和 6 年版）」は，2018 年に
公開された「禁煙支援マニュアル（第二版）増補改訂版」
をその後の禁煙支援・治療に関わる制度改正などを踏ま
えて改訂されたものである．主な改訂点は，①特定保健
指導のアウトカム評価の導入に伴う禁煙を目標とした特
定保健指導の方法と実際，②禁煙後の体重増加対策とし
ての禁煙補助薬や運動の重要性，③禁煙治療へのオンラ
イン診療の導入と治療アプリの保険適用，④短時間禁煙
支援におけるConnect（禁煙治療の受療につなげる取組)
の必要性と方法，⑤改正健康増進法，健康日本 21 計画
関連の説明の追加，⑥新しい統計データやエビデンスの
更新である．

V．結語

わが国では，禁煙治療の保険適用，オンライン診療や
治療用アプリの導入，特定健診・特定保健指導における
禁煙支援の制度化など，禁煙支援・治療を推進する基盤
が整備されてきた．一方，禁煙治療の利用率は依然とし
て低く，加熱式たばこの普及，禁煙支援へのアクセス格
差，クイットラインの未整備など，解決すべき課題も多
い．今後は，医療・健診等の場での短時間禁煙支援を起
点として，積極的な治療への紹介，オンライン診療，ク
イットライン等を組み合わせ，保健医療関係者，保険者
等が連携・協働する仕組みを構築することが重要である．
さらに，禁煙困難例への治療の充実と指導者トレーニン
グの普及を進め，喫煙者が保健医療サービスを利用すれ
ば自然に禁煙につながる保健医療システムの構築を目指
す必要がある．
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